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はじめに
会計学は社会経済と緊密に関連する分野として資源価値の測定と情報の
伝達を通じて，所有権1>(Property rights)の区分及ぴコントロールに対し
て，代替できない役割を果たしている。まさしくこの会計の重要な役割の
ゆえに，それが発生したことから，ずっと所有権主体にコントロールされ，
所有権を守る主な手段になっている。ある意味で言えば，「会計の発生と発
展及ぴ変化の根本的な使命は次のようのである。すなわち所有権の構造を
体現し，所有権の関係を反映し，所有権の意志を守るなどのである。」2)会計
の歴史を見渡すと，会計の発生及び重大な発展はいつも所有権の姿に従う
ことがわかりやすいだろう。そして，会計の現在を詳しく考察すると，会
計理論と実務のいろいろな方面で所有権の観念がそれに深い影響を与えて
いることがわかる。
本稿は所有権の変遷による一次元会計の発生から，二次元会計にかけて
1)所有権 (propertyrights) というのは，特定な経済主体が法律により，特定な経
済客体（資産）に対する所有，使用，処分並ぴに相応の収益を獲得する権利を指す。
所有権は財産の所有権を基礎にして所有制形式によって決定され，国家法律によっ
て守られ，異なる利益主体がある資産の占有，支配と収益の権利，そして義務と責
任をも反映する。
2)伍中信： 「産権与会計」，上海立信会計出版社， 1998年版 ・P2。
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の歴史過程の回顧を通じて，所有権の変遷が会計次元3)の発展に影響を与
える法則を探求すると共に，この法則にしたがって，新時代の所有権変化
の特徴分析を基礎として，「行為」を第三次元として，三次元会計システム
を新たに提起しようとするものである。
I 原始財産権観念の出現と一次元会計の発生
自我意識は，人類が存在する重要な標識であり，原始の所有権とする財
産権は人類の最初の意識の一つである。アメリカ経済学者ドムセッ (H.
Demsetz)の話のように，「外部性 (Externality)を内部化にさせる過程は
新たな所有権が生まれる過程である。…•••新たな所有権の形成は相互の作
用の人々が新たな可能的利益ーコストの望みに対して，調整を行う対応であ
る。」4)原始人類は本来大自然に属する客観事物を権利帰属の概念をつけ
て，自身あるいは自己の部族の利益に有利であることを意識するとき，生
存と発展を求める本性によって，原始人類が主観意識を客観事物の中に注
入し，本来大自然に属する事物を自身あるいは自己部族の財産に変えて，
原始的所有権の意識を形成された。近代的意味である所有権と比べて，こ
の所有権はもっと原始的実物財産権であり，価値形態と実物形態を統一さ
れる所有権形式である。それに，所有権の多元化と分離も出現しなかった。
所有権観念の確立から直接の結果をもたらしたのは人々が生産と生活の中
で所有権についてに関する二つの任務としての所有権の区分とコントロー
ルである。それゆえに，そのときには一番良い方法として自己あるいは所
属する部族の財産を記録する方法である。最初の人類杜会で，原始人類は
3)会計次元は会計勘定内容に関する範疇である。それは会計対象要索の基本的種類
と数を指す。これまでの簿記と会計に対する式により分類と違う。「式」というのは
簿記あるいは会計が勘定の借方と貸方という方向に関することを指す。
4) Demsetz, H : , 「関干産権的理論」，「財産権利与制度変遷』上海人民出版社， 1995
年版。
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石と壁などの上に簡単に彼らの財産とその活動を記録した。この原始的測
定，記録の活動は会計の原形とも言われる。それから，所有権に関する形
態の変化として，私有制度が原始的公有制を代替し，所有権に関する交換
関係として，原始的に物と物の交換関係の発生と発展のためには，さらに，
所有権の区分とコントロールの重要性を高めた。それと共に，原始測定と
記録の活動をさらに発展することを促進し，結局，簿記になった。簿記の
時代に入って，一番最初に選ばれた簿記の形式は一次元簿記である。古代
のインドの官庁簿記から，古代エジプトにかけて十四世紀ドイツ商人の家
族帳簿から中国唐代の“四柱結算法”にかけて，全部このような一次元簿
記の形式であった。
これらの簿記を考察すると，その主な特徴の一つとして，単一的な対象
要索をとったことが分かるだろう。すなわち，財産とその増減のみを記録
する。これは一次元簿記の本質的な特徴であり，一次元簿記と二次元簿記
（会計）の区分する基本的な標準でもある。簡単な所有権の形式はその一
次元簿記の根本的な原因である。所有権が発生してからかなり長い歴史時
期で所有権の関係は簡単且つ唯一であった。所有権をめぐる所有権や経営
権や収益権などは統一され，所有権の複雑な合作もないし，所有権と経営
権の分離も少なかった。所有権の価値形態とその物的形態も一致した。こ
のような簡単な所有権関係に応じて，所有権のコントロールも簡単で，実
物をコントロールさえできれば所有権とそれと係る利益をコントロールで
きる。従って，簿記の要索として，資産要索さえあれば所有者が十分に所
有権にかかわる利益をコントロールでき，所有者を反映する“所有権”と
いう勘定を単独に設立する必要がない。
一次元簿記の発生と応用は，偉大な意味を持っていたことをいささかも
疑う余地がない。それは実物に対して，直接にコントロールの方式を採用
して，請求権主体が自分の財産を了解し，コントロールすることに役に立
った。さらに財産をコントロールすることを通じて所有権を握って，自分
の所有権とそれとかかわる利益を守った。従って，効率的に社会的生産の
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行い及び，財産の蓄積を保証した。ある意味で言えば，一次元簿記は社会
的生産関係に対する有力な守りを通じて，社会的生産力の発展に巨大な促
進役割を果たしていた。しかしながら，一次元簿記が正しく，この具体的
な所有権の枠組みの適応性のために，その局限性をも招いた。社会的生産
カの進歩が生産関係の変化に促進し，所有権の枠組みと関係の変遷は一次
元簿記を生産関係から要求に遅れ， 日増しに社会環境の変化に適応するこ
とができなくなってきて，結局今の二次元簿記（会計）に代替されたので
ある。
I 所有権の多元化と分離およぴ二次元簿記（会計）
の発生と発展
十三世紀から十四世紀にかけて，商品経済はヨーロッパ各国でだんだん
発展してきて，自然経済と農業経済を取って代わって，主要の経済形態と
なった。かつての自然経済と農業経済と比べたら，商品経済の特徴は，社
会的交換を通して自分及び家庭の消費需要を満足するところにある。そう
すると，製品は長い間に自然経済と農業経済によって制限された用途と製
品の量の限りから抜け出され，商品経済における生産規模がこれまでの時
代の生産規模と比ぺて質的に躍進してきた。そして，それによって，拡大
されてきた生産規模が膨大な資金を必要とするけれども，一方で伝統的な
単一所有権，個人企業の所有権のような形式は，資産の拡大が困難になる
ために生産規模の拡大の最大な障害になった。この障害を取り除き，生産
の社会化に対応する客観的な需要に応じるために，一次元の所有権制度が
崩れて，所有権の多元化の現象が現れてきた。
十四，十五世紀に，イタリアで多数の人が連合して共同経営の形式が現
れてきた。しかし，所有権の多次元化が新たな問題を招いた。すなわち，
一次元簿記を使用する場合，財産及ぴ財産の変化（損益）を共同で経営す
る人々の間に合理的に分配するためにどうすれば良いかという問題であ
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る。単一所有権の場合では問題がない。なぜかというと，生産単位にある
資産は同じ所有権主体に所有され，物権と所有権は一致する。全ての資産
の変動によって，もたらしてきた結果（損益）はこの主体が負担する。だ
から，資産に対しての認識と測定のみを行えば，収益の認識と分配の問題
を解決することができる。しかし，複数の所有権主体が存在する場合，問
題が複雑になってきた。もし共同経営の初期に共同出資者たちの資産をは
っきり見分けることができるが，複数の生産交換を経て，元来の資産が絶
えずに流動しているために，どの資産が誰に所有されているか， もうすっ
かり分からなくなった。もう一方では，一定期間の損益がどんな資産から
もたらしてきたか，まったく見分けがつかなくなった。そこで，所有者の
実物と企業の価値の所有権を区分することは客観的要求となった。この客
観的な要求の下で所有権の価値形態は実物形態と分離した。それと対応し
て，所有権の価値形態（負債と資本）と実物形態（資産）を別々に確認し
計算することも企業の所有権関係に関するこのような変化にとって必要な
要求となった。
しかし，一次元簿記は財産及び財産の増減のみを記録し反映し，所有権
を単独に簿記の対象要素として記録，反映していなかった。それによって，
所有権の変化がもとらす新たな情報要求と一次元簿記が持つ一次元の局限
性の間に矛盾が生じた。この矛盾を解決するためには， もとの一次元簿記
を改革するしかない。すなわち，所有権を反映する新たな簿記要索を増や
して，財産と所有権を分けて計算し，反映させることを行って，二次元簿
記を築き上げることである。
拡大された生産規模とますます複雑になってきた経済的活動によって，
もう一つの矛盾が生じた。企業経営が複雑になるにつれて，所有権の所有
者は自らの固有的な制限によって，企業経営の能力を持っていないし，企
業経営の意思決定者も全ての株主になりえない。この矛盾を解決した結果，
所有権の分離 最も基本的なのは経営権と所有権の分離である。経営権
と所有権が分離した後，経営者の経営才能が所有者より優れていたゆえに，
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所有者にもっと大きな利潤をもたらしたため，この経営と所有の分離が存
続して発展することができた。同時に，生じた代理コストという問題は所
有者に新たな心配を招いた。資産の所有者たちは以前のように直接に資産
をコントロールすることができなくなってきたために，財産権価値の維持
と増加をコントロールすることができなくなってきたことが分った。経営
者が分離によって得た資産をコントロールする権利を利用して利己的な利
益のために，所有者の利益を損害する行為をどう防ぐか，自分の所有権と
相当すべき利益をどう保つか，これらの問題を解決するには，一次元簿記
で行われる資産の記録だけには，明らかに物足りない。なぜかというと，
実物の資産が経営者にコントロールされているために，財産権の価値の変
化を忠実に反映するのはもはや難しい。もし，所有者の所有権を独立的に
反映する要索がなかったら，所有者が自分の財産権に対するコントロール
する力がなくなるだろう。今まで，簿記は所有者が財産をコントロール道
具であり，この新しい情勢に直面して， もし引続きもとの財産権及び財産
権の増減しか反映しない一次元簿記を使用するならば，このようなコント
ロールの力がなくなるだろう。これも一次元簿記を改革し資産と所有権を
両方とも反映する二次元簿記を築き上げることを要求している。
この背景の下で，二次元簿記は十四，十五世紀に，当時経済中心地であ
るイタリアで現れた。その中に，ヴィニス簿記の中にあるドナルドソン兄
弟の商店簿記とエンドリアバルリゴ親子の商店簿記が代表的なものであ
る。一次元簿記で財産を記帳対象とした上に，二次元簿記に新たな対象要
索一請求権を取り入れて，「資産＝請求権」会計恒等式が形成された。そ
の中に，債権者の請求権は負債であり，債権者が企業の債務に対する請求
権を表す；所有者請求権は資本であり，所有者の企業に対する所有権であ
る。上述のヴィニスの二種類の簿記は完全に負債と資本仕訳の設置が設け
られていた。
十八世紀の半ばに，工業革命が始まった。機械の幅広い採用によって，
生産規模が迅速に拡大されて，さらに，国際貿易の発展，株式制企業の現
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れにしたがって，会計領域で言えば，減価償却会計，原価会計，財務諸表
の作成などのような内容と方法は豊富になった。そこで，十九世紀末二十
世紀初の頃，簿記は会計に進化して，二次元簿記と対応して二次元会計と
呼んでいる（今後，二次元会計を言及するとき，二次元簿記を含める）。
二次元会計は一次元簿記より， もっと先進的な会計形式である。一方で
は，資産と所有権の分離を通じて実物形態所有権と価値形態の所有権の分
離ということを実現した。情報面からしっかりした支えを提供しました。
もう一方では，実物形態の所有権と価値形態の所有権が分離される同時に，
“資産＝請求権”という会計恒等式及びその基礎の上で発展してきて形成
された複式簿記の仕訳方法を通じて，実物請求権と価値請求権との内在の
関係を築き上げて，資産と請求権が分離した後，請求権主体が請求権に対
するコントロールという問題を解決した。二次元会計は実物請求権，価値
請求権及びそれに従う変動の法則をそれぞれ反映しているゆえに，会計に
よって反映された情報量が大いに増加し，経済活動及びそれによってもた
らされた影響と結果をもっと忠実に反映し，一次元簿記によって提供され
た「直線的情報」から二次元会計の「平面的情報」への変身を実現し，会
計士が資産の変化を通じて所有権の変化を解釈することを可能にした。 H
本の著名の会計学者井尻雄士が言うように，「だれが自分を会計士と自称す
るならば，この人は財産の変化の原因を見つけ出し，そしてこの財産の変
化を相応の収益帳簿にまとめて，解釈する能力を持つ。さらに，この能力
が彼の第二の本能となる。」 5)
でも，疑う余地がなく，一次元簿記と同じように，二次元会計も特定の
所有権構造と所有権関係の下で発生して，それとしたがう所有権主体が自
分の所有権を守る道具になる。この性質は二次元会計が一次元簿記と同じ
歴史運命に合うことを決めた。すなわち，社会が一定の段階まで発展して
きて，所有権構造と所有権関係が大きな変化が発生した後，この変化に適
5)井尻雄士： 『三式記帳法的結構和原理』．立信会計図書用品社,1989年版・P56。
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応する新たな所有権構造とその関係を表す会計モデル—三次元会計がか
ならず二次元会計を代替するようになる。
II 新時代の所有権の変化と三次元会計の提出
一次元簿記と二次元簿記ー会計の発生と発展の歴史の回顧を通じて，
我々は次の結論を出すことができる。所有権の変化は会計の次元が発展す
る根本的な原動力である。所有権の発生と変化は，所有権の所有者にその
情報要求をもたらして，会計の次元の絶えず発展を促進した。簿記，会計
の発展史を見わたすれば，一次元簿記の発生も，一次元簿記から二次元簿
記，会計までの発展まで，全部その通りである。まさしく所有権の発生と
区分するこそ，所有権主体が財産と関わる情報の需要をもたらして，一次
元簿記の誕生を促進した。所有権の多元化と所有権と経営権の分離こそ，
所有権主体が所有権の実物情報の需要からもっと高いレベルの所有権価値
の情報要求まで発展して，二次元簿記と会計が生まれてきた。
時間の流れに従って，人類社会は加速度的に発展してきた。知識経済と
いう社会の到来にともなって，二次元会計が誕生して，存続する社会所有
権構造と所有権関係は巨大な変化を発生させた。その中に最も代表性を持
つ特徴は，所有権の中心観念が物的資本から人的資本へ移ったということ
である。労働者は自分が持つ人的資本によって，歴史的に新たな所有権主
体となろう。所有権が進化した結果は二次元会計も変革の内在的な巨大の
動力を獲得して， もっと高い段階へ飛躍していく。
「物的資本中心観」から「人的資本中心観」一新たな所有権の主体
と新たな所有権を区分するという問題
知識経済が社会の各方面に変革をもたらす同時に，所有権関係に大きな
変化をもたらしてきた。もし，所有権という観念の出現は所有権関係の一
回目の革命であり，所有権の多元化及び所有権と経営権の分離は所有権関
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係の二回目の革命であると言えば，知識経済の時代に所有権関係は三回目
の革命をむかえる。すなわち，労働者は自分の労働に基づいて歴史上に初
めて所有権の主体となる。土地，資本と労働は，この古典経済学では社会
的生産の三大要索と呼ばれている。人類の社会経済の発展史は次のような
ことを我々に教えてくれた。すなわち，人類の異なる発展の時期において，
この三大要索が異なる役割を演じていて，資源の投入，さらに企業の所有
権を巡って，この三大要索の所有者が絶えずに争いを重ねてきて，その結
果は，所有権の分布が決まってきた。資源要索の稀さと量的な制限，そし
てそれと関係する要索が新たな増加した価値（付加価値）の貢献利益率に
対することはこの争いを決定するにとっては，鍵になる。この点について，
英国の著名な学者バザル (Y.Barze])の結論は，次のような言葉である。
「所有権の最適分配を決定する総原則とは，資産の平均収人に影響を与え
る傾向が大きいほど多い剰余の分け前を得るはずである。炉資源が相対的
に豊富で，労動力が相対的に少ない奴隷社会において，大量の奴隷を持つ
奴隷主は所有権主体となる；農業，牧業を主要な産業とする封建社会まで
発展してきた後，労働力の資源が増えてきたが，比べてみると土地が主要
な生産資源となった。地主は土地に対する所有権を持つゆえに，農業経済
時期における主要な所有権主体となった。伝統的工商業を主要な産業とす
る資本主義社会において，資本は社会的生産を制限する肝心な要索である。
資本所有者は資本の所有権を持つために商品経済時期の最も主要な所有権
主体となった。知識経済の時代までに来て，知識と知力が物的資源を超え，
社会生産の鍵になり，人的資本は企業の利益に対する貢献が物的資本を超
えた。これによって，知識をもつ労働者が絶えずに行われてきた所有権の
争いの中で，だんだん優勢な地位を取った。これは，自然資源，資本を中
心とする「物的資本中心観」という古い時代がまもなく去っていって，知
力と知識を中心とする「人的資本中心観」という新時代が米ると意味して
6)バザル (Y.Barzel) : 『産権的経済分析』，上海人民出版杜， 1997年版.p 8。
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いる。
なぜかかというと，生産経営の立場からみれば，企業は独立法人として
生産資料の所有者から独立してきた。経営者が生産資料の使用権を自由に
使う権力を持ち，その責任とは生産資料という資本を保全するという前提
のもとで，資本価値の増加を実現することである。生産資料資本の保全は
総収入から消耗を減らして得た補償という形式を取った。この道理と同じ
ように，生産要索から人力資源をみれば，企業も同様に独立法人として人
的資源の所有者の外部に存在する。経営者もこの人的資源（労働力）の使
用権を使う権利を持つ（このように労働者が企業の統一的な組織管理に従
うべきという現象を解釈できる）。そうすると，責任は何でしょうか。伝統
的な賃金制度は人的資本の保全と価値の増加ということを注意深く考慮せ
ず，簡単に労動力に支払う対価を人件コストとして収入から控除して，余
った部分は当然のように企業生産資料の所有者に属する。もし我々は同様
なロジックによれば，企業の責任は人的資本を保全するという前提で資本
の価値の増加を達成すべきではないか。もし人的資本を保全することがで
きなかったら，労働者は企業と労働契約を結ばないし，また，これによっ
て労働技能が損失を受ける；もし人的資本の価値の増加が認可できなかっ
たら，労働者が企業経営に対して特に剰余部分の多いことと少ないことに
対して無関心な態度を取って，そうすると持っている全ての能力を尽くし
て価値を創造することをしないだろう。皆がこれを周知している。現在，
憔界の多くの国々に剰余部分を労働者に配分を行う例があるが，所有権の
根拠もないし，会計的に貢献度をかかる記録もない。全世界どこの国でも
法律上で人的資本の所有権をまだ認めていないし，そしてこの人的資本は
労働者が人的資本投入によって企業の特別な所有者になることも認められ
ていない。
筆者の観点によれば，企業の本当の有効運営を実現し，市場によって人
的資源をふくめた各資源に対する有効的な配罹を実現しようとするなら
ば，人的資源を主導的な生産要索とすべきではなければならないと思う。
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人的資源所有権の基礎の上で労働力使用権の譲渡を保ち，有償の形式を取
る（注意する必要があるのは，企業法人に譲渡するので伝統的に思われる
生産資料の所有者ではない）。すなわち，企業の総収入から消耗した脳力と
体力を労働力の価格という形式で補償する。だから，賃金的所得は，人的
資本を投資として得る収益と全く異なるものである。ただ，生産資料の移
転価値が収入の中から得た補償という道理のように，賃金的な所得は人的
資源を生産要索として消耗した補償価値に属する。そして，人的資本の所
有者として，人間は労働の貢献によって剰余価値から自分に属する部分を
享受する権利を持つべきである。労動力の供給が需要より大きいとき，労
働者がこういう意識をまだ持っていないとき，諸君が伝統の親念に縛られ
ているとき，剰余部分を労働者に与えたら生産資料の所有者の収益が減る
と思うとき，分配を行わなくても良いし，従業員の怠惰のために，企業経
営が行き詰まったとき，我慢しても分配を行わなくても良い。しかしなが
ら，分配を行わないことは決して行わななくともよいということには当た
らない。一方的な理由を堅持しても，企業というものは相互の協力によっ
てできたものである。賢明の企業は分配を行う最初の形態があり，しかも，
それによって利益を得ている。「ケーキ」を大きく作れば皆にとって良いこ
とであり，そうしないと，「ケーキ」を大きく作れるのに皆が作らない。表
面から考えれば，だれも株主のものを奪っていないが，実際に失ったのは
“機会利益”である。
労働者が労働力を企業に譲渡して，労働消耗によって労働力消耗を回復
するために必要となる生活資料の価値一賃金を得る。その性質は人的資本
の保全であり，製品原価の一部分を構成する。だから，賃金を決定するの
はその地域の生活水準，労働力の質の高さ，物価の水準など総合的な要索
を考慮すべきである。基本的な機能とは，労働者の基本的な生活需要を満
足したり，労働の消耗を回復したりする機能である。制約的なメカニズム
は無効な労働消耗（価値を創造しない労働消耗）に対して補償を行わない
ところにある。すなわち，製品は市場で認められなく，交換価値を実現で
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きない場合，労働消耗を補償しなく，賃金を得られないということである。
労働者が人的資本所有権を保留して剰余価値の分配を受けることを通じ
て本当の激励を受ける。剰余価値の分配の比例については，まず労働価値
が交換価値に転化する多さによって決められる。すなわち，労働の実際の
貢献を計ることである。次は，生産資料の所有者と人的資本の所有者が市
場を通じて争いの結果によって決められる（詳細のことは筆者の「労働者
権益会計」という著書を参照していただきたい）。特に説明する必要がある
のは人的資本の保全は簡単に労働力の保全と同等にしてはならない。労働
力自身は資本ではなく，人的資源を生産資料と結びつけて，価値を増加す
る機能を執り行う“生命体”に転化したときのみ，人的資源の外化として
の労働力が経済資源として資本に変身した。資本であるから，運動の中で．
必ず価値の増加を実現する天性を持つのである。人的資本のこの天性が知
識経済社会の到来するにつれて，ますます強化され，最終に人々に重視さ
れるようになると予測できる。
労働者が所有権の主体になることによって，新たな所有権を認識，区分
し，定義を下す問題をもたらしてきた。元来の所有権主体と同じように新
たな所有権主体としての労働者は企業の会計システムが客観的な価値を創
造する各生産要素の貢献度を計る情報を提供することを要求している。そ
して，その情報に基づいて有効な所有権を定義し，区分し．収益の分配を
獲得して，自分の利益を守る。さらに，各生産要索の貢献を正確に計算す
ることによって，比較的に高い生産効率を得ることができる。これは激し
い競争の中で，企業が存続する必要条件となる。この点に関して，新制度
経済学者が以前から論じたことがある。彼らはこう考えている：企業活動
とは．実際に各生産要索の所有者がお互いに所有している生産要索の比較
優勢を利用して．協同作業する過程である。この協同作業は「チーム生産」
とも呼ばれる。でも，「チーム生産」がぶつかった主要な問題は生産性を計
る問題である。もし，生産の過程に中で異なる生産要索の生産性が客観的
に計ることができれば，組織がその生産性に基づいて相応しい報酬を提供
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して，各生産要索の間の協同によって選んだ比較優勢を完全に獲得するこ
とができるため，生産率が高くなるわけである。逆に，経済組織の測定能
力が低いならば，報酬と生産率の間に緩い連帯感しかないので，生産率が
比較的に低くなる。だから，労働者請求権の大きさとその比例の問題はど
う確定するか，収益をどう分配するか，これは所有権主体と所有権関係の
変化後の知識経済の中での新型企業が直面している急遠に解決しなければ
ならない重大な問題である。
2 新たな所有権主体一人的資本”の所有者が要求する情報
労働者が所有権の主体になることは新たな情報を必要とする。有効な所
有権の認識，定義，区分と収益の分配を獲得し，自分の利益を守るために，
新たな所有権主体としての労働者が元来の所有権と同じように両方とも，
企業の会計システムが客観的な各生産要索の貢献度をはかる情報を提供す
ることを要求している。この需要の変化を満足するために，まず，考えつ
くのは伝統の会計の対象要索を相応的に変えることである。例えば，資産
の中に人的資源の項目を取り入りたり，請求権の中に労働者の請求権勘定
を導入したりすること。現在，人的資源会計，労働者権益会計の研究がこ
の要求を表している。しかし，これらの改善はある程度に労働者が権益に
対する要求を満足させることができるが．根本的に上述の問題を解決でき
ない。なぜならというと，人的資本は新たな資本形態として，伝統的な物
的資本と異なる所有権の特徴を持っている。この特徴を持っために，資産
と請求権勘定の拡張のみに頼ることは情報利用者が必要とする情報に対す
る要求を満足できない。そのために，新たな改革的な方法を探すべきであ
7) 「人的資本」について人々は主に二つの観念を持つ。一つは「人的資本」を教育投
資を通じて形成された技能と見なし，産業資本あるいは経営資本として運営し，経
済資源の効能により財富の増加をもたらす。もう一つは，請求権の立場から人的資
本の所有権の帰屈を探求し，従業員の所有する資本と見なし，そして企業剰余の分
配権利を抱えさせる。
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所有権の特徴に関して人的資本と物的資本の異なる点は主に以下の二つ
である。一つは人的資源の所有権はこの所有権を体現する人に限られてい
る。すなわち，人的資源の所有権は分離することができない，永久に人間
に属する。だから，労働者が企業と就職契約を結ぶとき，所有権ではなく，
一定期間内での労働力の使用権のみを譲渡する。しかも，この使用権は不
完全の使用権である。労働者が企業と労働契約を結んだら，企業側が確か
に業務の都合によって，労働者を配置するこができるが，労働の過程が労
働者によって完成され，労働の能力の発揮はやはり労働者本人がコントロ
ールしているゆえに，労働者は企業に譲渡した人的資本の使用権の使用価
値に影響を与える。この点については，社会の主要な労働形式が肉体労働
から頭脳労働へ変換する過程の中でますます明らかになってきた。それに
よって，人的資本の価値は物的資本と比べたら不確定性を持っている。最
終の労働者が実際に企業へ投入した人的資本の量は労働期間に企業と労働
者の両方によって決まられ，労働者が仕事を行う過程の行為で次第に体現
される。これは人的資本の量に対する客観的な測定も連続の過程と意味し
ている。すなわち，資本の所有者が入社しはじめて，計算を行い，労働者
が企業で働く期間に企業での行為とその行為によってもたらす結果を通じ
て，計算を修正する。現状から見れば，これらのことの記録とデータの処
理を実現しようとするならば，会計のシステムを改革し，第三次元の要索
一行為を取り入れて，三次元会計を築き上げるしかない。
人的資本所有権の第二の特徴とは，人的資本所有権がいったん損害を受
けたら，その価値がすぐ値下げ，又は跡形もなく消え去るのである。これ
は，多数の研究者が人間の行為を対象として長い間に分析し，研究して得
た結論である。だから，企業が人的資本を獲得したら，人的資本の所有者
の所有権利益を確実に守らなければならない。そうしないと，人的資本の
価値が大幅に減るのみならず，逆効果の可能性もある。ストライキを行う
とか，設備を壊すなどはこの逆効果の具体的な表現である。実践によって，
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証明されたのは人的資本の所有者の所有権の権利を守るならば，最も重要
なのは公平と公正であり，貢献度を所有権の確認と利益の分配の根拠とす
る。これも系統で，完璧に行為，資産，請求権という情報を記録し処理す
る情報システムが必要となる。実施する可能性から見れば，三次元会計を
築き上げることは間違いなく最良の選択である。
3 元来の所有権主体と管理層の新たな情報需要
知識経済の到来によって，人的資本の地位がたかくなった。元来の所有
権主体____J物的資本の所有権を持つ人が新たな情報を要求するようになっ
た。一方，二次元会計システムでは，企業資産価値，特に人的資産価値を
はかるには欠陥が存在する。それに対して，元来の外部の情報利用者一―-
債権者と株主がもっと有効的な予測と意思決定を行うために， もっと有効
に企業経営成績と経営能力を判断する情報を獲得しようと思っている。米
国公認会計士協会財務報告特別委員会は「企業報告書を改善する一―—利用
者に着眼する」という綜合報告書の中でこう指摘した。「利用者の目標は企
業の財務趨勢を予測するものかもしれないが，一つの経営活動とその過程
及ぴ経営事項の情報に基づかなければならない。」これは企業経営活動に関
する情報が経営活動の最終結果~財務状態の情報と同様に利用者が意思
決定を下すには重要な役割を果たしていることを十分に説明している。利
用者に企業が分類して適切な処理をした公開的な経営活動の情報を提供す
ることは，正確にその意思決定を下すには役立つ。もう一方では，元来の
経営権を握る人，内部情報利用者一ー企：業の管理者たちも新たな情報手段
を獲得しようと思っている。この手段を利用して，価値をどうのように生
産と経営の行為を通じて獲得するかと判断し，了解する。それによって，
行為の有効価値を高め，無価値の行為をなくし，各種の新たな管理方式を
実施することを通じて競争優位を獲得する。テーラーの「科学管理」から
エルドル・メーヨー「ホーソン実験」まで， ョコ・マンストポゴの「工業
心理学」からリチャード・ハクマンとゴレンゴ・オドヘムの「仕事分析」
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にかけて，いずれも行為とそれが価値に対する影響を分析することは，企
業管理に対して重要性を持つことを語っている。角度を変えて，制度経済
学の「チーム生産理論」からみても同じ結論を得ることができる。新た
な生産要索―人的資源の取り入れによって．元来の剰余価値の分配シス
テムのバランスが崩れるはずなので，新たな分配契約の結ぴをもたらす。
新たな生産要索の貢献利益が適切に計算されるときのみに，そして．この
ような情報は新たな要索の所有者と元来の所有者を含める全ての契約者が
この新契約システムを受け入れ，さらに．この新契約システムを分配の根
拠とするとき，この新たな契約は存続することができる。しかし，この新
たな生産要索の計算と情報の提供は改革した後の会計システムに依存する
にほかならない。
4 現行会計の欠陥
現在の会計は環境の産物であり，会計の進展変化する過程での特定の背
景と適応する。だが，環境に本質的な変化が起こったら，大きな不適応性
が生じる。まず，会計の対象と言えば，“物が見えるが，人が見えず”とい
う現象が存在する。主導的な役割である人的資源を排除しては本末転倒と
いう欠陥がある。また，価値的情報とそれを導く主体一~人間とのつなが
りを切り離して，情報が経済活動の本質を反映することができない。最後
に会計で使われる専門的な方法で立体空間において行われている動態的な
経済活動を強引に平面化して，静態的に処理しているので，会計の反映は
経済活動の現実と合致していない。米国のダートマス学院のジョン.K. 
シャンク教授がニューヨークで引かれた管理会計士協会の75回目の年会で
言った通り：「伝統会計はよく言えば，役立たないものであり，悪く言え
ば機能の失調と誤る方向へ導く役割を果たしている。」8)この発言はちょっ
と辛辣すぎるけれど，少なくとも我々にこういう事を思いつかせてくれた。
8) Gary M. Cokins : 『作業成本管理』．諏軍等訳．遼寧人民出版社， 2000年版• 前
号
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会計は本質的な改革を行わなければならない時期に来た。
5 行為を第三次元とする三次元会計の提出
情報利用者は日増しに情報に対する要求が増えている一方，伝統的に二
次元会計システムはこの要求に対して，意合って力足らずという事情が既
に目立っている。以上の分析から分かりやすいのは，情報の需要と伝統的
二次元会計の矛盾が一つの点に集中している。すなわち，二次元会計は行
為とその価値に関する情報を提供することができないという点に集中して
いる。伝統的な二次元会計は資産と請求権を基本的な仕訳要索としている。
この二次元会計要索の設定は会計の仮定と会計原則と共に，会計システム
に入る情報の種類と数量を規定している。まるで，一つの情報柵であるよ
うに，資産，請求権及びそれらによって派生した収入と費用を除いて以外
の他種類の情報を会計するシステムの外部に排除されている。もし，この
情報柵は二次元会計が現れた初期に情報類型と情報量に対する有効的な制
限が会計の発展の要求と合致するとすれば，知識経済の新時代において，
この情報柵とこの情報柵を本質的な特徴とする二次元会計はすでに会計の
情報システムがもっと多く， もっと全面的な情報を提供することを制約す
るポトルネックとなった。この情報柵は会計システムがただ価値の存在と
それの変動及び価値の所属とそれの変動という両方面のみから，価値の情
報を反映する事を決定して，経済活動の一つの側面とする二次元の「平面
的情報」を獲得して，立体的な三次元の経済活動の情報を全面的に反映す
ることができない。伝統的な会計情報システムを改革するならば，この情
報ボトルネックを排除して，新たな会計システムを築き上げねばならない。
新たな会計システムにおいて，一方では伝統の二次元会計の資産と請求権
という二つの会計対象要索を拡張して，資産の項目の中に人的資産をおき，
請求権の項目の中に労働者請求権を置く。もう一方では，新たな会計シス
テムの中にもう一次元の会計対象の要索一「行為」を導入した。新しい
要素の増加によって，行為の主体，行為が資産に与える影響，行為が請求
186 (186) 第 47巻第 1 号
権に及ぼす影響などの情報が提供され，価値の本源，価値の存在と価値の
帰属から全面的に企業の価値の動きが反映され，「平面的情報」が「立体的
情報」となり，二次元の「会計的平面」が三次元の「会計的空間」となり，
情報の動態性が十分に増加され，情報の空間的な容量が大いに拡充され，
情報の有用性が高めされる。
IV 三次元会計の定義と甚本的な特徴
三次元会計とは資産と請求権という二つの基本的要索を基礎にし，さら
に「行為」を基本要索として，会計システムに取り入れることによって，
形成された三次元の立体動的会計システムである。これまでの会計形態で
ある一次元簿記と二次元会計に比べて，三次元会計は幾つか新しい特徴を
備える。紙面にかぎりがあるから，次にこれらの特徴を簡約的に整理して
紹介する。
1 三次元会計の対象要素
三つの基本要索は資産，行為及ぴ請求権である。派生の対象要索は資産
価値増加，資産価値滅少，資産正味価値；行為価値増加，行為価値減少，
行為正味価値；請求権価値増加，請求権価値減少，請求権正味価値。これ
らは三次元会計の最も根本的特徴であり，一次元会計と二次元会計との根
本的区別である。
2 三次元会計の基本的前提
(1) 行為は価値変動の根本であり，資産と請求権の変動の原因である；
(2) 価値の行為属性に関する情報は役割がある；
(3) 行為の価値はそれ自体がもたらす資産価値の変動を通じて，確認と
測定できる。これは請求権の価値が資産の価値を通じて，確認と測定
することと同じ道理である。
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3 三次元会計の恒等式
基本的恒等式：資産＝行為＝請求権；派生的恒等式：資産正味価値＝行
為正味価値＝請求権正味価値。その中に，資産は価値の存在形式であり，
行為は価値の根本であり，請求権は価値の帰属である。
4 三次元会計の空間：企業発展の空間
以上の意義に基づく三次元会計は，少なくとも次の三つの意味を持って
いる。まず，会計の基本要索をなすのは三つであり，ちょうど三次元空間
の次元数と一致する。次に，多面性，全方位の特徴を持つ。最後に経済活
動に対しての反映又は描きはできる限り，現実感を抱えさせる。一枚一枚
の立体的写真を取るように， もし動的技術を使って，立体映画を見るよう
である。
もちろん，このような三次元立体会計は，経済活動を記録映画化される
ことではない。会計は主に経済活動の価値の流れを反映するから，立体解
析幾何学の方法を運用して，次の立体的図形を構築できる。
請求権
資産『.....
I••· • ／ I•• • , ． ．
',~-----------t / / 
行為
そうすると，三つの基本的要素，三つの二次元平面，九つの派生要素に
より，三次元の「立体空間」を構成する。この空間は点も面もあり，静も
動もある。この空間を通じて，会計主体の価値の流れとその結果，企業価
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値の根元や価値の存在や価値の帰属に対して，全面的，立体的に反映する
ことを実現した。三次元会計空間の確立は，会計の言葉で企業発展動向を
あらわす方式も平面から空間に向上させて，さらに生き生きとしているイ
メージになる。成長中の企業は空間に絶えずに拡張し，そして衰える企業
は逆の方向に沿って変化し，穏かな企業は元の空間を維持するだけである。
5 三式関連記入の規則
二次元会計は各要索の増加と減少が同じ記帳符号を用いるが，三次元会
計の各要素の増加と減少は異なる記帳符号で表す。その故に，三次元会計
の記帳符号を設計するとき，異なる種類の要素に対して，違う記帳符号を
取るのみならず，一つの要索の増加と減少にも異なる記帳符号で区別する。
だから，記帳符号の数は "3X2=6"となる。本研究によると，これら
の符号とかかわる要索の関係は次のようである。
資産価値増加ー「増」，資産価値減少ー「減」
行為価値増加ー「正」，行為価値減少ー「負」
請求権価値増加ー「来」，請求権価値減少ー「去」
そのうち，資産というのは資産類の勘定を指し，「資産」，「資産増値」，
「資産減値」，「資産正味価値」などの四種類を含める；行為というのは行
為類の勘定をを指し，「行為」，「行為増値」，「行為減値」，「行為正味価値」
などの四種類を含める；請求権というのは，請求権類の勘定を指し，「請求
権」，「請求権増値」，「請求権減値」，「請求権正味価値」などの四種類を含
める。それから，恒等式：
資産価値増加ー資産価値減少＝行為価値増加一行為価値減少＝請求権価
値増加一請求権価値減少
記帳符号で表す：
増一減＝正一負＝来一去
文字で「本期間の資産，行為，請求権の別々の増減値の合計は恒等であ
る」。
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そして，三次元会計恒等式の内在的変化のルールによると，記入規則は
次の二つにまとめられる。
①一つの経済活動の（帳簿上の振り替えを除く）には，必ず行為要索が
含まれている。すなわち，記入時には，記号「正」又は「負」のどちらが
必ずある。
②帳簿の合計金額には，資産，行為，請求権のそれぞれの増減の合計が
恒等である。一言で言えば，「正又は負，三次元均衡」。
仕訳の基本的構想は次のようである。すなわち，いかなる価値変化をも
たらす経済活動の行為（帳簿上の振り替えを除く）は，市場化する主体と
なる。その製品又は労務関係の価格が企業内部的転換の価格によって決め
られる。行為主体の価値流入の活動は行為価値の増加となり，行為主体の
価値流出の活動は行為価値の減少となる。それと共に資産価値の増減と請
求権価値の増減と関連している。これは主に行為価値の増減を中心に反映
することによって個人が価値創造への貢献を明らかにする。
以上のルールは行為が資産と請求権との変化の根元の仮定に基づき，と
もに「資産＝行為＝請求権」という恒等式を基礎にする。覚えやすいため
に，以上の仕訳方法を「三式関連簿記法」と呼ぴ，略称は「三式簿記法」
と呼ぶ。紙面に限りがあるので，具体的仕訳の例を省略する。
6 三次元財務諸表システムと立体情報構造を構築する
三次元財務諸表は資産と請求権の増減一ー企業の財務状況—貸借対照
表と成果状況—損益計算書を表すのみならず，行為の状況，すなわち，
企業生産経営行為の種類や性質や過程，効果をも報告する。その中に「効
果」とは行為はどのように資産と請求権の変化に影響を与えるかを明らか
にする。行為の結果を反映するばかりでなく，十分に行為の過程を描いて，
行為の原因をも説明する。新しく設計される財務諸表は三次元財務状況バ
ランス表，行為価値増減表，資産増減値表，請求権変動表及ぴかかわる附
属諸表から構成される。
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会計の歴史を回顧すると，私たちはすでに一次元簿記から二次元会計ま
での変革を理解した。会計の将来を展望すると，二次元会計から三次元会
計に発展させる飛躍を見ると思う。今度の飛躍は作者のかなりの大胆の構
想であり，そして三次元会計の理論もさらに検討と研究する必要があるけ
れども，我々の皆は請求権革命の妨げられない足取りを深く感じられるに
つれて，一つの簿記ないし会計全体の偉大の革命は必ず到来するはずであ
る。この論文の意義はこの偉大な革命の到来するに有益な啓示を提示する
ところにあるだろう。
最後，この小稿を完成させ，翻訳するにあたっては，関西大学商学研究
科大学院生の唐立鋒君および商学部水野一郎教授に多大な協力を得た。記
して感謝申し上げたい。また外国人研究員として受け入れていただいた関
西大学商学部および研究発表の貴重な機会を与えていただいた関西大学商
学会にも厚くお礼申し上げる。
